
（ 3） 後期高齢者医療制度の財政調整交付金（一体的実施特別交付金）の交付額の算定に当た
り、後期高齢者医療広域連合が市区町村に対して委託している高齢者保健事業と介護
予防等との一体的な実施に係る事業において市区町村が負担していない医療専門職の
人件費に係る消費税相当額について、交付金の対象経費に含めずに算定されるよう改
善の処置を要求したもの

会計名及び科目 一般会計 （組織）厚生労働本省 （項）医療保険給付諸費
部 局 等 厚生労働本省
交 付 の 根 拠 高齢者の医療の確保に関する法律（昭和 57年法律第 80号）

一体的実施特別
交付金の概要

後期高齢者医療広域連合が市区町村に対して高齢者保健事業と介護予
防等との一体的実施に必要な費用を委託事業費として支払う場合に、
国が当該委託事業費の一部について同広域連合に対して交付する財政
調整交付金

検査の対象とし
た広域連合数及
び一体的実施特
別交付金の額

47広域連合（全広域連合） 46億 3927万余円（令和 3年度）

広域連合から委
託を受けて一体
的実施に係る事
業を実施してい
た市区町村数

47広域連合管内の 792市区町村

上記のうち人件
費に係る消費税
相当額を負担し
ていない市区町
村数

42広域連合管内の 685市区町村

一体的実施特別
交付金の対象経
費に市区町村が
負担していない
人件費に係る消
費税相当額を含
めずに試算した
一体的実施特別
交付金の額と交
付額との差額

3億 3281万円（令和 3年度）

【改善の処置を要求したものの全文】

高齢者保健事業と介護予防等との一体的な実施に係る特別調整交付金の交付額の算定に
ついて

（令和 6年 1月 16日付け 厚生労働大臣宛て）
標記について、会計検査院法第 36条の規定により、下記のとおり改善の処置を要求する。

記
1 高齢者保健事業等の概要
⑴ 高齢者保健事業の概要
貴省は、高齢者の医療の確保に関する法律（昭和 57年法律第 80号。以下「高齢者医療確保
法」という。）等に基づく後期高齢者医療制度を所管している。そして、後期高齢者医療広
域連合（以下「広域連合」という。）は、被保険者である各都道府県の区域内に住所を有する
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後期高齢者（75歳以上の者又は 65歳以上 75歳未満の者で一定の障害の状態にある者をい
う。以下同じ。）に対して、その疾病、負傷等に関して療養の給付等を行うとともに、健康
診査、保健指導、その他の後期高齢者の健康の保持増進のために必要な事業等（以下、こ
れらを「高齢者保健事業」という。）を行うように努めなければならないこととなっている。
令和 2年 4月の高齢者医療確保法の改正により、広域連合が高齢者保健事業を行うに当
たっては、高齢者保健事業を効果的かつ効率的で後期高齢者の状況に応じたきめ細かなも
のとするために、市町村（特別区を含む。）との連携の下に、介護保険法（平成 9年法律第 123

号）に規定する地域支援事業（以下「介護予防」という。）等と一体的に実施することとなって
いる。そして、広域連合は、当該広域連合に加入する市町村に対して、高齢者保健事業の
一部の実施を委託することができることとなっており、貴省は、 6年度までに、全ての市
町村において高齢者保健事業が介護予防等と一体的に実施されることを目指すとしてい
る。
⑵ 特別調整交付金等の概要
国は、高齢者医療確保法に基づき、広域連合に対して特別調整交付金を交付している。
特別調整交付金は、広域連合について特別の事情がある場合に、その事情を考慮して交付
されるものであり、その額は、「後期高齢者医療の調整交付金の交付額の算定に関する省
令」（平成 19年厚生労働省令第 141号。以下「算定省令」という。）等によれば、交付事由ごとに
定められた方法によって算出した額の合計額とされている。
算定省令及び「令和 3年度特別調整交付金交付基準（算定省令第 6条第 9号関係）」（以下

「交付基準」という。）によると、高齢者保健事業と介護予防等との一体的な実施（以下「一体
的実施」という。）を効果的かつ効率的に進めるために、広域連合が当該広域連合に加入す
る市町村に対して、高齢者医療確保法の規定により高齢者保健事業の一部の実施を委託し
て、その実施に必要な費用を委託事業費として支払った場合、国は、当該委託事業費の一
部について、広域連合に対して特別調整交付金（以下「一体的実施特別交付金」という。）を
交付することとなっている。
そして、一体的実施特別交付金の交付対象となる費用については、交付基準において定
められており、企画、調整等の業務等に従事する医療専門職の配置に必要な人件費及び物
品購入費等の医療専門職の配置に必要な人件費以外の経費となっている（表参照）。

表 一体的実施特別交付金の交付対象となる費用

交付対象となる費用 具体的な内容 上限額

企画、調整等の業務
に要する費用

企画、調整等の業務に従事する医療
専門職の配置に必要な費用（人件費）

市町村ごとに、580万円に当該業務に従
事する医療専門職の人数を乗じて得た額

後期高齢者に対する
個別的な支援等の業
務に要する費用

市町村内の各日常生活圏域における
業務に従事する医療専門職の配置に
必要な費用（人件費）

市町村ごとに、350万円に日常生活圏域
の数を乗じて得た額

各日常生活圏域における業務に必要
なその他経費（物品購入費、旅費等）

市町村内の日常生活圏域ごとに、50万円

注⑴ 医療専門職とは、保健師、医師、管理栄養士等をいう。
注⑵ 日常生活圏域とは、市町村が、地理的条件、人口、交通事情、その他の社会的条件等を総合的に
勘案して、住民が日常生活を営んでいる地域として設定する区域をいう。

注⑶ 医療専門職の配置に必要な人件費の上限額は、総務省が実施した地方公務員給与実態調査におけ
る医療専門職の平均給与等を基に算定されている。
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交付基準等によると、一体的実施特別交付金の交付額は、市町村ごとに交付対象となる
費用（消費税額を含まない。）を合算した上で、当該合算した額に消費税相当額を加算した
額（以下「対象経費」という。）を算定し、対象経費に 3分の 2を乗じて得た額とすることと
なっている（図 1参照）。
図 1 一体的実施特別交付金と委託事業費の関連（交付対象となる費用が全て人件費の場

合の例）

委託事業費の支払額
(広域連合 → 市町村)

広域連合
負担分

広域連合
負担分

消費税
相当額
10　万円

330　万円

消費税
相当額
20　万円

人件費
200　万円

人件費
100　万円

220　万円

一体的実施特別交付金の交付額(補助率　2　/　3　)
(国 → 広域連合)

消費税
相当額
20　万円

人件費
200　万円

330　万円

一体的実施特別交付金の対象経費

消費税
相当額
30　万円

人件費
300　万円

また、広域連合から市町村に対して支払われる委託事業費については、市町村の実情に
応じて、一般会計、後期高齢者医療に係る特別会計等の適当な会計に組み入れることと
なっている。
そして、一体的実施特別交付金について、 2年度に交付された額は 22億 1107万余円、

3年度に交付された額は 46億 3927万余円となっている。
⑶ 一体的実施における消費税に係る取扱いの概要
消費税法（昭和 63年法律第 108号）によれば、消費税（地方消費税を含む。以下同じ。）の課

税対象は、国内において事業者が事業として対価を得て行う資産の譲渡及び貸付け並びに
役務の提供とされている。そして、広域連合が市町村に対して一体的実施に係る事業を委
託する場合、当該事業は事業者が事業として対価を得て行う役務の提供に該当し、消費税
の課税対象となる。
また、納付する消費税額の計算の基礎となる課税期間に係る基準期間（原則として、法
人は課税期間の前々事業年度）における課税売上高が 1000万円以下である事業者について
は、消費税を納める義務が免除されることとされている（以下、消費税を納める義務が免
除される事業者を「免税事業者」という。）。
さらに、地方公共団体等が一般会計に係る業務として行う事業又は特別会計を設けて行
う事業については、一般会計又は特別会計ごとに一つの法人が行う事業とみなすこととさ
れている。これらのうち地方公共団体等が一般会計に係る業務として行う事業について
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は、課税期間の課税標準額に対する消費税額から控除することができる消費税額の合計額
は、当該課税標準額に対する消費税額と同額とみなすこととされている。このため、地方
公共団体等が委託事業費を一般会計に組み入れて一般会計で一体的実施に係る事業を実施
する場合には、消費税の納付税額が発生することはなく、市町村は当該委託事業費の収入
に係る消費税の申告を行う必要はないこととなる。
一方、市町村が委託事業費を特別会計に組み入れて特別会計で一体的実施に係る事業を
実施する場合には、前記のとおり、当該特別会計が免税事業者に該当する場合は、消費税
を納める義務が免除され、当該特別会計が課税事業者に該当する場合

（注 1）
には、市町村は当該

委託事業費の収入に係る消費税の申告を行う必要があることとなる。
（注 1） 特別会計が課税事業者に該当する場合 課税期間の基準期間である前々年度における

課税売上高が 1000万円を超える場合等をいう。

2 本院の検査結果
（検査の観点、着眼点、対象及び方法）

本院は、経済性等の観点から、一体的実施特別交付金の交付額の算定は実態を反映した適
切なものとなっているかなどに着眼して、 3年度に全国の 47広域連合に対して交付された
一体的実施特別交付金計 46億 3927万余円を対象として検査した。検査に当たっては、貴省
本省において、一体的実施特別交付金の対象経費の算定方法について聴取し、10広域連合

（注 2）

において、事業実績報告書等の関係資料や市区町村における一体的実施に係る事業の実施状
況を確認するなどの方法により会計実地検査を行うとともに、残りの 37広域連合について
は、関係資料の提出を受けてその内容を確認するなどの方法により検査した。
（注 2） 10広域連合 埼玉県、東京都、神奈川県、石川県、静岡県、三重県、大阪府、愛媛

県、福岡県、宮崎県各後期高齢者医療広域連合

（検査の結果）

47広域連合は、 3年度に管内の計 792市区町村に一体的実施に係る事業を委託してお
り、当該市区町村に対して委託事業費計 69億 8783万余円を支払っていた。そして、貴省
は、47広域連合に対して一体的実施特別交付金計 46億 3927万余円を交付していた。
前記のとおり、一体的実施特別交付金の対象経費は、医療専門職の配置に必要な人件費

（以下「医療専門職の人件費」という。）及び医療専門職の人件費以外の経費の合計額（消費税額
を含まない。）に、消費税相当額を加算した額となっている。
これらのうち医療専門職の人件費以外の経費については、市区町村が民間法人等に対して
物品購入費等を支払う際に、これらに係る消費税も支払うことになる。
一方、市区町村が職員として雇用する保健師等の医療専門職の人件費については、給与等
は、雇用契約に基づく労働の対価であり、事業者が事業として行う資産の譲渡等の対価に該
当せず、消費税の課税対象とはならないため、市区町村が当該医療専門職に給与等を支払う
際に、これらに係る消費税を支払うことはない（図 2参照）。このため、市区町村が消費税の
申告を行わないのであれば、市区町村は医療専門職の人件費に係る消費税相当額を負担して
いないことから、広域連合は、これを一体的実施特別交付金の対象経費に含める必要はない
ことになる。
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図 2 市区町村が支払う経費と消費税の関連
医療専門職の人件費以外の経費(物品購入費等)を支払う場合
(市区町村 → 民間法人等)

市区町村に支払われる委託事業費　330万円

(例)物品購入費　300万円 消費税　30万円

医療専門職の人件費を支払う場合
(市区町村 → 職員として雇用する保健師等)

市区町村に支払われる委託事業費　330万円

給与等　300万円 消費税　30万円

医療専門職の人件費以外の経費につい
ては民間法人等に対して消費税を支払
うことになるが、医療専門職の人件費
については職員として雇用する保健師
等に対して消費税を支払うことはない。

そこで、47広域連合のうち医療専門職の人件費に係る消費税相当額を対象経費に含めて
いた 42広域連合管内の 687市区町村について、医療専門職の人件費に係る消費税相当額の
負担の状況をみたところ、医療専門職の人件費に係る費用（以下「人件費相当額」という。）を
一般会計に組み入れて一般会計で一体的実施に係る事業を実施していたものは 42広域連合
管内の 604市区町村（一般会計に組み入れた人件費相当額計 43億 8164万余円）、特別会計で
一体的実施に係る事業を実施していたものは 33広域連合管内の 117市区町村（特別会計に組
み入れた人件費相当額計 6億 8639万余円）となっていた

（注 3）
。

（注 3） 人件費相当額を一般会計と特別会計の両方に組み入れた市町村が 34市町村あり、一般

会計に組み入れた市区町村数と特別会計に組み入れた市区町村数のそれぞれに含めてい

る。

前記のとおり、地方公共団体等が一般会計で事業を実施する場合には、消費税の納付税額
が発生することはないことから、一般会計で事業を実施した 604市区町村においては、医療
専門職の人件費に係る消費税相当額を負担していないことになる。一方、特別会計で事業を
実施する場合であって、当該特別会計が課税事業者に該当する場合は、市区町村は当該委託
事業費の収入に係る消費税の申告を行う必要があることとなるが、上記の特別会計で事業を
実施した 117市区町村のうち、 3年度分の消費税の申告を行っていたものは 2市であり、
115市区町村はこれを行っておらず、医療専門職の人件費に係る消費税相当額を負担してい
なかった。
このように、42広域連合管内の 687市区町村のうち、 3年度分の消費税の申告を行って

いた 2市を除いた 42広域連合管内の 685市区町村は、一般会計又は特別会計に組み入れた
人件費相当額について、消費税相当額を負担していなかった。したがって、市区町村におい
て負担していない医療専門職の人件費に係る消費税相当額については、一体的実施特別交付
金の対象経費に含めずに算定することなどにより、一体的実施特別交付金の交付額を節減で
きたと認められる。
そして、42広域連合に対して交付された一体的実施特別交付金の交付額計 40億 6089万
余円の対象経費に市区町村が負担していない医療専門職の人件費に係る消費税相当額を含め
ずに、一体的実施特別交付金の交付額を試算すると計 37億 2808万余円となり、交付額との
差額が計 3億 3281万余円となる。
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上記の事態について、事例を示すと次のとおりである。
〈事例〉

神奈川県後期高齢者医療広域連合は、令和 3年度に、同広域連合管内の 33市町村のうち 18市

町に対して一体的実施に係る事業を委託し、委託事業費計 1億 7951万余円を支払っていた。

上記 18市町のうち、一般会計で事業を実施した市町は 15市町（一般会計に組み入れた人件費

相当額計 1億 2859万余円。これに係る消費税相当額計 1285万余円）、特別会計で事業を実施し

た市町は 3市（特別会計に組み入れた人件費相当額計 2482万余円。これに係る消費税相当額計

248万余円）となっていた。

一般会計で事業を実施した 15市町は、消費税の納付税額が発生することはないことから、医

療専門職の人件費に係る消費税相当額を負担していなかった。また、特別会計で事業を実施した

3市は、課税期間に係る基準期間である元年度における課税売上高が 1000万円以下であること

から、当該特別会計が免税事業者に該当するとして、消費税の申告を行っていなかったため、医

療専門職の人件費に係る消費税相当額を負担していなかった。

このように、18市町は、医療専門職の人件費に係る消費税相当額計 1534万余円（15市町 1285

万余円及び 3市 248万余円）を負担していなかった。そして、同広域連合に対して交付された一

体的実施特別交付金の交付額 1億 1967万余円の対象経費に市町が負担していない医療専門職の

人件費に係る消費税相当額を含めずに、一体的実施特別交付金の交付額を試算すると 1億 0944

万余円となり、交付額との差額が 1022万余円となる。

（改善を必要とする事態）

一体的実施特別交付金の交付額の算定に当たり、市区町村が負担していない医療専門職の
人件費に係る消費税相当額が一体的実施特別交付金の対象経費に含まれている事態は適切で
はなく、改善を図る要があると認められる。
（発生原因）

このような事態が生じているのは、貴省において、市区町村が負担していない医療専門職
の人件費に係る消費税相当額について、一体的実施特別交付金の交付額の算定に当たり、対
象経費に含めずに算定することについての検討が十分でないことなどによると認められる。
3 本院が要求する改善の処置
貴省は、 6年度までに全ての市区町村において、高齢者保健事業が介護予防等と一体的に
実施されることを目指すとしており、今後も、一体的実施特別交付金の交付が行われること
が見込まれる。
ついては、貴省において、一体的実施特別交付金の交付額の算定が実態を反映した適切な
ものとなるよう、交付基準を改正するなどして、市区町村が負担していない医療専門職の人
件費に係る消費税相当額について、一体的実施特別交付金の対象経費に含めずに算定される
よう改善の処置を要求する。
【当局が講じた処置】

本院は、厚生労働本省において、その後の処置状況について会計実地検査を行った。
検査の結果、厚生労働省は、本院指摘の趣旨に沿い、 6年度以降の一体的実施特別交付金
の対象経費について、市区町村が負担していない医療専門職の人件費に係る消費税相当額を
含めずに算定することとし、 6年 3月に、「令和 6年度特別調整交付金交付基準（算定省令第
6条第 9号関係）」を制定して、広域連合等に周知する処置を講じていた。
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